
令和 6 年 4 月 30 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-241-1151

金沢市長  村山　卓

保管事業場の名称

加賀製紙株式会社

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

  加賀製紙株式会社

（第１面）

保管の場所

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

 代表取締役 中島 雄一郎

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

氏　名

電話番号

  金沢市西金沢１丁目１１１番地

  事業所の所在地と同じ

 076-241-1151

〒921-8054 金沢市西金沢１丁目１１１番地

廃棄物の種類 定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

住　所

処理業者との
調整状況

電話番号 工務部　部長　前田　章

濃度
区分

保管の状況

容器の
性状



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

⑮-1-01
変圧器（トラン

ス）
KVA TMO-UXA

Ｓ36.11
1961.1

1 台 17,000.0 kg
低濃
度

処分委託契
約締結

2023.9.12
群桐エコロ(株)

PCB濃度3.7mg/kg
(2015.7.22
抜油済み

⑯-3
変圧器（トラン

ス）
KVA SOB-CR

S44
1969

1 台 791.0 kg
低濃
度

処分委託契
約締結

2023.9.12
群桐エコロ(株)

PCB濃度
1.2mg/kg

⑯-9
変圧器（トラン

ス）
KVA

FH75T6-
300D

S54
1979

1 台 1,280.0 kg
低濃
度

処分委託契
約締結

2023.9.12
群桐エコロ(株)

PCB濃度
0.7mg/kg

⑮-2
変圧器（トラン

ス）
KVA 記載なし

S46
1971

1 台 7,720.0 kg
低濃
度

処分委託契
約締結

2023.9.12
群桐エコロ(株)

PCB濃度38mg/kg
(2020.7.24
抜油済み

参考事項
保管終了
年月日

量
保管終了

理由

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

表示記号
等

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

番号 廃棄物の種類 台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

4000

番号 廃棄物の種類 参考事項

日新電機

北陸電機
製造

2023.10.4

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

定格
容量

処分
年月日

量
濃度
区分

東芝

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

3000

2023.10.4

200
日立製作

所
2023.10.4

300

2023.10.4

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

廃棄物の種類

量

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量
型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

⑯-4 500 KVA
北陸電機製

造
FH81T6-500D

S61
1986

台 kg 低濃度
PCB濃度
0.7mg/kg

⑯-6 300 KVA
北陸電機製

造
FH75T6-300D

S53
1978

台 kg 低濃度
PCB濃度
0.6mg/kg

⑯-7 50 KVA 大阪変圧器 TOS
S32.5
1957

台 kg 低濃度
PCB濃度
0.8mg/kg

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

変圧器（トランス） 1,360.01

1 455.0

調整中令和7年末

変圧器（トランス）

 工務部 部長 前田 章
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

令和6年末 調整中

総重量
（１台当たり
重量×台数）

 076-241-1151

所在の場所

変圧器（トランス） 令和6年末 調整中 1 1,280.0

電話番号

濃度
区分

参考事項定格
容量

 事業所の所在地と同じ

量製品の型式等

番号

廃棄の見込み

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

製品の種類

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

 加賀製紙株式会社

 金沢市西金沢１丁目１１１番地    

所在事業場の名称

所在事業場の所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）











令和 6 年 5 月 10 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

25-001 KVA 三菱
油入自冷
式SF型

S４３ C280452 1 台 98.0 kg 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-255-3309

金沢市長　村山　　卓

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

　県営木越排水機場

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（第１面）

保管の場所

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

かほく市大崎チ１１４番地２

　事務局長　長原克信

住　所

氏　名

電話番号

　金沢市大場町地内

変圧器（トラン
ス）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

河北潟沿岸土地改良区　理事長　酒井　義光

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

　０７６-２５５-３３０９

処理業者との
調整状況

ペール缶

濃度
区分

10
PCB濃度

0.72mg/kg

廃棄物の種類





型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

該当なし

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

該当なし

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

該当なし

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当なし

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



令和 6 年 5 月 10 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

27-001 μF
日本コン
デンサ工

業

MPF-
D82E3RPW

S46.2 P3439 1 台 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

　金沢市八田町地内

　０７６-２５５-３３０９

プラス
チック容

器

コンデンサー
（3kg未満）

処理業者との
調整状況

54.7
PCB濃度
6.5mg/kg

廃棄物の種類

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

河北潟沿岸土地改良区　理事長　酒井　義光

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（第１面）

保管の場所

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

かほく市大崎チ１１４番地２

　事務局長　長原克信

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-255-3309

金沢市長　村山　　卓

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

　大場排水機場

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）



28-001 μF
日本コン
デンサ工

業

MPF-
D32E3RPW

S46.9 D2482 1 台 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

28-002 μF
日本コン
デンサ工

業

MPF-
D32E3RPW

S46.9 D2478 1 台 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

28-003 μF
日本コン
デンサ工

業

MPF-
D32E3RPW

S46.9 D2486 1 台 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

28-004 μF
日本コン
デンサ工

業

MPF-
D32E3RPW

S46.9 D2479 1 台 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

プラス
チック容

器

PCB濃度
13mg/kg

PCB濃度
13mg/kg

PCB濃度
12mg/kg

PCB濃度
11mg/kg

547

547

プラス
チック容

器

コンデンサー
（3kg未満）

プラス
チック容

器

コンデンサー
（3kg未満）

コンデンサー
（3kg未満）

（日本産業規格　Ａ列４番）

547
プラス

チック容
器

コンデンサー
（3kg未満）

547



型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

該当なし

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

該当なし

型式 製造年月製造者名

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項

該当なし

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

該当なし

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当なし

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



2024 年 5 月 20 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

2 KVA 東芝 HCTR-S3 1980年 調整中 1 台 515.0 kg 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-229-8843

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

　学校法人金沢学院大学

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

石川県金沢市末町10の5番地の1

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

学校法人金沢学院大学　理事長　秋山　稔

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

6 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

動力トランス

　総務部長　杉山　忠司

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

　石川県金沢市末町10の5番地の1

　石川県金沢市末町10の5番地の1　1号館地下1階電気室

　076-229-8843

調整中なし



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

1 150 KVA 東芝 HCTR-S3 1980年 台 kg 低濃度
調査の結果判明
PCB濃度8.3mg/kg

2 100 KVA 東芝 BRTR-AGJ1R1 1980年 台 kg 不明 濃度検査実施予定

3 100 KVA 東芝 BRTR-AGJ1R1 1980年 台 kg 不明 濃度検査実施予定

4 不明 KVA
マルコン電

子
60MAK405U

1973年～
1987年

個 kg 不明
低濃度の可能性あり
濃度検査実施予定

5 不明 KVA
マルコン電

子
25MWK106K

1979年～
1982年

個 kg 不明
低濃度の可能性あり
濃度検査実施予定

6 1.82 KVA
マルコン電

子
NA-

E22100KPR
1986年 個 kg 不明

低濃度の可能性あり
濃度検査実施予定

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

コンデンサー（3kg未
満）

調整中 1 1.4

コンデンサー（3kg未
満）

調整中 2 0.6

コンデンサー（3kg未
満）

調整中 3 0.9

コンデンサー（3kg以
上）

調整中 1 45.0

コンデンサー（3kg以
上）

調整中 1 45.0

　（番号1～3）石川県金沢市末町10の5番地の1　1号館地下1階電気室、（番号4、5）同　1号館6階エレベータ機械室
　（番号6）同　3号館6階エレベータ機械室

量

　総務部長　杉山　忠司
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

　学校法人金沢学院大学

　石川県金沢市末町10の5番地の1

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

　076-229-8843

所在の場所

台数又は
容器の数

電灯トランス

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

430.01

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

調整中

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始

理由
所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）











2024 年 6 月 28 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-263-3333

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市本町２丁目１６－１６

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

株式会社ガーデンホテル金沢　代表取締役高田圭一郎

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

200 KVA 三菱電機㈱ RA-T 1983年 G200402 台 kg 低濃度

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

事業所の所在地と同じ

量

　支配人　押田　良三
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

株式会社　ガーデンホテル金沢

石川県金沢市本町２丁目１６－１６

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

　０７６－２６３－３３３３

所在の場所

台数又は
容器の数

三相変圧器

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

570.01

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



令和 6 年 6 月 7 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

24-81 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

技術センター、危険物倉庫（事業場の所在地と同じ）

1㎥SUS製
容器

1㎥の
SUS製
液体
運搬用

濃度
区分

容器№41

廃棄物の種類

低濃度PCB汚染物
（IBC容器）

処理業者との
調整状況

保管の状況

容器の
性状

定格
容量

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

電話番号

量

076-244-5115特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（第１面）

保管の場所

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

石川県金沢市大桑町上猫下4番地7

工場長　野澤　悟

住　所

氏　名

電話番号

石川県金沢市新保町ラ24番地1

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

殿

環境開発株式会社　代表取締役　髙山　盛司

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-244-3132

金沢市長　村山　卓

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

新保処理工場

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）



24-82 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

24-83 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

27-1 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

27-2 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

27-3 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

27-4 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

27-5 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

27-6 1 基 低濃度
囲い:無し
掲示:有り 分別 なし

容器№44

容器№92

容器№96

1㎥SUS製
容器

容器№42

容器№43

運搬用
容器
(空容器) 容器№55

容器№56
1㎥SUS製

容器

1㎥SUS製
容器

1㎥SUS製
容器

1㎥SUS製
容器

（日本産業規格　Ａ列４番）

1㎥SUS製
容器

1㎥SUS製
容器

1㎥SUS製
容器

容器№91



型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量
濃度
区分

廃棄物の種類

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

該当なし

濃度
区分

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

番号 廃棄物の種類

参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

番号

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

廃棄物の種類

量

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項

該当なし

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

該当なし

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当なし

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ボリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出善（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5月 9日
金沢市長 殿

届出者

住所金沢市下木多町六番丁11番地
氏名余沢エナジー株式会社代表取締役社長石本毅
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-203-0130

（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
況等を届け出ます。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正左処理の推進に関する特別措置法第8条第1項
の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状

1． ボリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

’ ｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

’保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたボリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 保管の状況

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
台数又は総重量番号 廃棄物の種類

蕊製造者猶型式鮎年月蔬醗
容器の

性状

囲い等 分別. 漏れ等の

の有無 混在の別おそれ

参考事項

容器の数鑑熱り

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 昼
學

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり重

景x台数）

番号 廃棄物の種類 定格

容量

台数又は

容器の数

参考事項
製造者名： 型式 製造年月 表示記号等

函
甲
呂
Ⅱ
■
ｆ
Ｊ
９
８
８
８
Ｉ
Ｉ
ｆ

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
廃棄物の種類番号 総重量

（1台当たり

重量x台数）

参考事項定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名I型式製造年月 表示記号等

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合
濃度

区分

I

総重量
( 1台当たり

瞳最x台数）！
番号 廃棄物の種類 定格

容量

台数又は

容器の数

参考事項処分拠分後の廃棄物の
年月日：種類及び処分先

処分委託|処分受託者の
年月日 I 名称

処分
年月日

製造者名：型式：製造年月羨示記号等

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 新内川第二発電所

金沢市堂町ツ35番］所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
地域エネルギー供給部再エネ発電課梶井大誓 076-213-5342 （代表）

’所在の場所 新内川第二発電所屋外変電所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度

区分
総重量
(1台当たり箪

鼠x台数）

番号 製品の種類 定格

容量

参考事項廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

台数又は

個数
製造者名 型式 製造年月|表示記号等

■

■

ｑ

”

巳

口

■

凸

、

炉

＆

旧

■

凸

■

■

凸

■

旧

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

PCB3.5mg/
kg

H30. 12分析
PNEG-701 ｣988/@ i壼些ご元T

i

4癖
ノ、、、計器用変成器 77000V I明電舎 未定 低濃度30-006 1 I750.kg

■
■
■
■
■
■
■
■

~

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量
巳
■
凸
■
■
凸
■

所有開始

年月日

所有開始

場所

所有開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

製品の種類番号

蕊|製造者名｜ 型式 I製造年月1表示記号等
参考事項台数又は

容器の数



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了

年月日

所有終了

理由

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
製品の種類番号 総重量

(1台当たり重

量x台数）

参考事項定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名1 型式製造年月俵示記号等

備考 1 ~ この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ピフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の棚には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8. 1量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15. 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記栽する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ピフエニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21 ． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
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ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5 月 1 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市平和町1－3－1
金沢教育事務所

氏名所長 村本 治男
（公印省略）

電話番号076-245-6776

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条I(

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

l.ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

’
Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

１

６

■

Ｉ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ｉ

ｆ

Ｊ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

金沢教育事務所保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市平和町1－3－1

|電話番号’電話番号’ 総務課長荒木浩一特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076－245－6776

保管の場所 保管事業所に同じ

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフエニル廃棄物

I’ 量 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定

年月

台数又
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数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・

混在の
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番号 容器の

性状

等
無
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有

囲
の霊製造者名 型式製造年月表寮号

東京芝浦
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会社

塩化ビ
フェニー

ノレ

囲い

有、掲

示有

コンデンサー

(3kg以上）

PCB
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’ 1
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(日本産業規格A列4番）
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
砿錐×台数）

参考事項定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月 ｜表誓号

台数又は
容器の数

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
亜肚×台数）

参考事項
蕊|製造者名|型式|製育年|豪零号

台数又は
容器の数

該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合量 処分を委託した場合
濃度
区分

番号 廃棄物の種類 総重量
(1台当たり
Ⅲ鉦×台数）

参考事項定格
容量 製造者名|型式|製曹年|表奮号

処分
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

台数又は
容器の数

処分委託
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

該当なし
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2．ポリ塩化ピフェニル使用製品について

所在事業場の名称 該当なし

所在事業場の所在地 一

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

~~~所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分’

製品の種類 参考事項番号

灘灘|綴嘉
定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

表示記号
等製造者名｜ 型式 ｜製造年月

該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
理由

所有開始
年月日

所有開始
場所

製品の種類 参考事項番号 総重量
（1台当たり
亜趾×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名｜ 型式 ｜製造年月

■■■■■■■該当なし
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
(1台当たり
重趾×台数）

蕊|製造着名| 型式 |製造年月|表奮号 参考事項台数又は
容器の数

該当なし

備考 1~ この届出書は、ポリ塩化ピフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ピフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の棚には、変圧器（トランス）等の銘板に記栽されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の柵のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 ~ 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビ･フェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の棚のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の棚のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。
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16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20. 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ピフエニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28~都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5 月24日

金沢市長 殿 ~

届出者

住所金沢市広岡3丁目3番30号

氏名金沢市公営企業管理者松田滋人
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-229-2006

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条l1

の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について
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~
~

ｌ
ｌ

Ⅲ
叩
旧
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅲ
旧
円
Ⅲ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
日
庁
私
田
１

Ｍ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
叩

金沢市企業局上水課保管事業場の名称

金沢市末町1の1番地保管事業場の所在地

’上水課北村信之特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-229-2006

金沢市末町15-60 (犀川浄水場）保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量 －’ 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定

年月

台数又

は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

漏れ等
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

番号 廃棄物の種類

製造著名 型式 ｜製造年月 ｜表奮号
台数又は
容器の数

定格
容量

分析の結果、低濃度
PCBと判明したため

コンデンサー

(3kg未満）
日本コンデ
ンサー

低濃度
《
ロNGB-4030ST S52 1 1.8 k9 R3.730 "F3-007

分析の結果、低濃度
PCBと判明したため

コンデンサー

(3kg以上） "|㈱藤罵機 低濃度1 台| 27.9 kgS47 R3.7BARHA0．1×33-008

㈱指月電機
0.1×3 〃F 製作所

分析の結果、低濃度
PCBと判明したため

コンデンサー

(3kg以上）
低濃度1 台| 30.1 kg R3.7BAHB S493-009

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等
皇
畢

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

一

参考事項総重量
（1台当たり
重武×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量 型式|製青年

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
諏景×台数）

番号 廃棄物の種類 処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

定格
容量 型式|製曾隼

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

表示記号
等

台数又は

容器の数
製造者名

日本コ
ンデン
サー

(株)富山環境整
備

盤
度

コンデンサー

(3kg未満）
R6. 1．23R5. 12.8台 0.6 k975 "F NP-A27 S52 12-()01

日本コ
ンデン
サー

(株)富山環境整
備

“
度

コンデンサー

(3kg未満）
R6．1.23R5.12.80.6 k975 "F NP-A27I S52 1

《
ロ2-002

日本コ
ンデン
サー

Ra'2$ | (株)富山環境整備
犀
度

コンデンサー

(3kg未満）
R6. 1.231 台0.2 k9S6140 "F NP-A2393－001
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度

(株)富山環境整
備

コンデンサー

(3kg未満）
R6. 1．2340 "F3-002 1 台 0．2 k9 R5. 12．8

""鵬|鑿|鵬-"|”
コンデンサー
(3kg未満）

“
度

(株)富山環境整
備

R6.1233-003 1 台’ 0．2 k9 R5． 12．8

日本コ

ンデン

サー

コンデンサー
(3kg未満）

犀
度

(株)富山環境整
備

20 "F R6．1.233-004 NP-A229 S62 台 0.2 k9 R5. 12.81

日本コ
ンデン
サー

コンデンサー

(3kg未満）

“
度 R5.12.8 (株)富山環境整

備
R6．1．2320 メJF

今
回 0.2 k93-005 NP-A229 S62 1

日本．

20”ンデン
サー

NGB-

A14GL94

T

コンデンサー

(3kg未満）

爆
度 Ra'2@|(株)富胤環境整l ''6L2$3-()06 S49 1

今
回 0．6 kg

日本コ

ンデン
サー

峰
度

コンデンサー

(3kg未満） Ra'28 1 (株)富鳥環境整| R6'2ヨ10 "F NP-A227 S61 1 台l O.2 k94-001

~



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話雷号’電話番号

1

1
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
疏盆×台数）

番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

定格
容量

台数又は
容器の数製造年月|表奮号製造者名｜ 型式

’

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

■

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり
敢丑×台数）

製品の種類番号 定格
容量

台数又は
容器の数製造者名｜ 型式 ｜製造年月表零号

ロ ﾛ ﾛ ﾛ



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり
亜量×台数）

製品の種類番号 定格
容量

台数又は

容器の数
表示記号
等

製造年月型式製造者名

｜ ’
1 1 1 1

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4~ 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器( I､ランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数｣~の欄には、ポリ獄ヒビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の棚には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ピフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13~ 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポ･リ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて櫛わない。

17~ 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ピフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26~ この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30白において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



PCB廃棄物保管状況（令和6年3月末時点）

PCB廃棄物（令和3年7月分析含有判明分3個）

念・竃雪

医守壬 ． ｡．。 qP

廃棄物（3-007） 銘板廃棄物（3-007） 外観

廃棄物（3-007） 管理表
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一
一

廃棄物（3-008） 外観 廃棄物（3-008） 銘板

廃棄物（3-008） 管理表

一
‐
一

一
一

廃棄物（3-009） 外観 廃棄物(3-009) 銘板

廃棄物（3-009） 管理表

『1

潭逼



分析結果報告書
第B2100105-028-1号

令和3年7月28日

計

金沢市公営企業管理者平嶋正実様

｝
下記試料に対する分析結果を次の通り

報告いたします。 〒921-8021金沢市御影町23番10号

(電話)076-243-3191(分析ｾﾝﾀｰ直通）

No.28コンデンサ採 取 検 体

NGB-4030ST30"F[日本コンデンサエ業株式会社1977年製造］型 式 等

絶縁油採 取 場 所 犀川浄水場内汚泥引抜ポンプ室 試料の種類
惇

自社採取令和3年6月30日 採取形態採取年月 日

株式会社金沢環境サービス公社村中隆幸､松井一裕､叶田貴之採 取 者 名

令和3年6月30日～令和3年7月21日分析年月 日

株式会社金沢環境サービス公社村中隆幸分 析 者 名

基 準 値分析の結果分析の対象 分析の方法

ポリ塩化ピフェニル(PCB) ※特記事項参照 0. 5 mg/k9 以下0. 57 mg/k9

［ 以下余白 ］

ロ

1 1

■ ■

直
1 1 1

i I I

－

－－－－一

一一一一一一

－ 凸 ■ ~

ロ ﾛ 一． ．

－－－－

■ ■ ■

－ ロ

一一■ ＝

特記事項：分析の方法は｢絶縁油中の微堂PCBに関する簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ(第3版) 2.1.1｣に規定される

「高濃度硫酸処理/ｼﾘｶｹ'ﾙｶﾗﾑ分画/ｷﾔﾋﾞﾗﾘｰｶ’ｽﾀﾛﾏ|､ｸ'ﾗﾌ/趣子捕狸型検出器(GC/ECD)'法｣です。

基準値は｢重寵機器等から微批のPCBが検出された事案について｣(平成16年環廃産発第040217005号)に基づきます。

件名:PCB分析業務委託



分析結果報告書
第B2100105-032- 1号

令和3年7月28日
一一一

●

１－
↓
一
ｍ
園

金沢市公営企業管理者平嶋正実－－様

下記試料に対する分析結果を次の通り

報告いたします。 〒921-802l金沢市御影町23番10号

(電話)076-243-3191(分析ｾﾝﾀｰ直通）

申

採 取 検 体 No.32コンデンサ

型 式 BARHAO.1"F×3[(株)指月電機製作所1972年製造］等

採 取 場 所 犀川浄水場内汚泥引抜ポンプ室 試料の種類 絶縁油
唇

採取年月 日 令和3年6月30日 採取形態 自社採取
ロ

採 取 者 名 株式会社金沢環境サービス公社村中隆幸､松井一裕､叶田貴之

令和3年6月30日～令和3年7月21日分析年月 日

株式会社金沢環境サービス公社村中隆幸分 析 者／ 名

分析の結果 基 準 値分析の対象 分析の方法

ポリ塩化ピフェニル(PCB) ※特記事項参照 0．56 mg/k9 0. 5 mg/kg 以下
一

［ 以下余白 ］
ロ ロ~~~~~

一 一

－

く
I一 ■

一

ゆ

’ －

一

’
~

Iー－－－ －－－

－－－－－－ ’ ‐一 ’ 一一一一
I

特記事項：分析の方法は｢絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版) 2.1.1｣に規定される

「高濃度硫酸処理/ｼﾘｶｹ'ﾙｶﾗﾑ分画/ｷﾔﾋﾞﾗﾘｰｶ‘ｽｸﾛﾏ|､ｸ'ﾗﾌ/勉子捕狼型検出器(GC/ECD)法｣です。

基準値は｢重電機器等から微量のPCBが検出された事案について｣(平成16年環廃産発第040217005号)に基づきます。

件名:PCB分析業務委託



分析結果報告書
第B2100105-033-1号

令和3年7月28日
一F ■ ｰ一一一

計量証

金沢市公営企業管理者平嶋正実様 株

下記試料に対する分析結果を次の通り

報告いたします。 〒921-802l金沢市御影町23番10号

(電話)076-243-3191(分析ｾﾝﾀｰ直通）

』

採 取 検 体 No.33コンデンサ

型 式 BAHBO.1"F×3[(株)指月電機製作所1974年製造］等

採 取 場 所 犀川浄水場内汚泥引抜ポンプ室 絶縁油試料の種類
で

令和3年6月30日 採取形態 自社採取採取年月 日

採 取 者 名 株式会社金沢環境サービス公社村中隆幸､松井－裕､叶田貴之

令和3年6月30日～令和3年7月21日分析年 月 日

ロ

株式会社金沢環境サービス公社村中隆幸分 析 者 名

分析の対象 分析の結果 基 準 値分析の方法
ﾛ ロ

ポリ塩化ビフェニル(PCB) ※特記事項参照 0. 5 mg/k9 以下0. 51 mg/k9
~ ~~~~ ~ 一一ーー

［ 以下余白 ］~ ~~~~~~~ I

~ ~ ~~~~~~~~ ~ ~~
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~~~ ~~ ~

~~~ ~ ~ ~ ~~~~ ~
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特記事項：分析の方法は｢絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版) 2.1.1｣に規定される

「高濃度硫酸処理/ｼﾘｶｹﾞﾙｶﾗﾑ分画/ｷﾔﾋﾞﾗﾘｰｶｽｸﾛﾏﾄｸﾗﾌ/電子捕護型検出器(GC/ECD)法｣です。

基準値は｢重電機器等から微量のPCBが検出された事案について｣(平成16年環廃産発第040217005号)に基づきます。

件名:PCB分析業務委託



(薗踊~)産業廃棄物管理票（統一マニフエスト) E票本伝票Iまﾉｰｶｰﾎﾝ綴7枚複写です｡強めにお書き下さい。

|壷霊鱈慧暑ll■■識鎚筆交付担当者|交'播暑 8014狐了2S8交付年月日 /北-"L)gf年f月
ｰI

名称 r

金沢市企薬局阻洲浄水濃
所在地〒9釦-1鋤2電話番号

石川県金沢市末町15-69

氏名又は名称 ~ 、′

金沢市企裳燭

住所〒9鋤－1"2 電話番号
石川県金沢市末町I－1

－

（
排
出
事
業
場
）

事

業

場

（
排
出
者
）

事

業

者

076-229-2022076-229-2022

荷姿数量(及び単位）口種類(特

引火性廃油

引火性廃油(有割

種類(特別管理産業廃棄物）

性廃油□7424燃えがら(有害）

廃油(有割□7425廃油(有害）

□7426汚泥(有害）

(有害） □7427廃酸(有害）

ルカリ ロ7428廃ｱﾙｶﾘ(有害）

カリ(有害）□7429ばいじん(有害）
生廃棄物n743013号廃棄物(有害）

□7429ばいじん(イ

ロ743013号艤物(｣

口種類(普通の産業廃棄物）

□0100燃えがら。 ｜□1200金属くず
□0200汚泥 ID1300墓易き.陶磁器くず

鰯製導轄
//震一 グ産

産業廃棄物の名称
廃P鯛等

|処分方遙却
《
○
率
嘩
７
隼
１
．
肩
１
国
に
零
誉
れ
潅
蕊
省
令
の
改
正
に
よ
り
、

函
従
来
ま
で
の
担
当
者
の
氏
名
に
加
え
会
社
名
の
妃
入
が
必
要
で
玄

有害物質等

PGB

有害物質等

PCB

□7440廃水銀等

□

□

□

口特定産業廃棄物

口石綿含有産業廃棄物

口水銀含有ぱいじん等

口水銀使用製品産業廃棄物

物

(登録番号）
争一

＊＊＊＊
剛廃竃機器ワケ
P偲汚鱗粉／ケ

PC8絶繰油 ケ

<車番)gl ,ハ》"iA."/~

＊＊＊

墨 ]lL全エl 〃 、

園委託契約書記載のとおり
刀場

口当欄記載のとおり
アアノ〃‐’ ･‘ピ ー’、

名称株式会社富山環境整備
所在地〒9392638 電話番号076-4“-.5356

gul市婦中町吉谷3－3

氏名又は名称 （
処
分
事
業
錫
）

運
搬
先
の
亭
業
場

株式会社富山環境整備

住所〒939.-2638 電話番号076－錦9-5356

窟山市婦中町吉谷3－3
名称

巽 ｜氏名又は名称株式会社富山環境整備

処分

又

は

保

管

積

替

え

受
託
者

ひ
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

堵
／
４
儲
側
逼
謝
諸
一

所在地〒 電話番号

、 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

住所〒939-2638 電話番号076.-469-5356

富山市婦中町吉谷3－－3
トー■■

‐国

１
１

数量(及び単位）受領欄
運搬

終了年月日株式会社富順雛傭い多|X, IWZ;､
（株)富山環境整備石田敦史

÷|蕊窒簔麓 有価物拾集量
んfも身の』‘年／月

最終処分

終了年月日蝶→受蔚着｡農名又i銘称 （筋の 処分担当者の氏名
皇一塁誌〆箙奔袖／霧謡奉呈

受託者の氏名又は銅
処分担当者の氏名

処 分

終了年月日 劃差瘡）のﾁ年/鰔日 〃ノ
r丞藝望釣毒葬読の漫所I字が.-､了仕丞詳塾約毒龍齢の毒昌) la 1

運
暇
の
受
託



令和 6 年 6 月 12 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の

別

漏れ等
の

おそれ

18-001 KVA
日本コン
デンサ

SBF-
36020R

1978 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし
コンデンサー
（3kg以上）

20
金属製

箱

濃度
区分

保管の状況

処理業者との
調整状況 参考事項定格

容量

台数又
は

容器の
数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

容器の
性状

保管の場所 PCB保管庫内

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等
処分予

定
年月

量

保管事業場の名称 　城北水質管理センター

保管事業場の所在地 　〒920-0841　　金沢市浅野本町ホ131番地

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 技師　高野　里津 電話番号 　076-252-1439

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

の規定に基づき、令和 5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号 076-220-2611

(公印省略）

　公営企業管理者　松田　滋人

住　所 金沢市広岡３丁目３番３０号

氏　名 金沢市企業局

届出者   

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

金沢市長 殿



18-141 不明
CP721A3T8

05V
1969 不明 未定 1 個 不明 低濃度

囲い
有、掲
示有

分別 なし

18-145
日本コン
デンサ

N1形 1972 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

18-155A
日立コン
デンサ

AM-2200ST 1973 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

18-158
日本コン
デンサ

NLB-
2300ST

1980 不明 未定 2 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

18-159
日本コン
デンサ

MPF-
2500ST

1969 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

18-160
日本コン
デンサ

MPF-
2200ST

1968 不明 未定 2 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

18-161A
日本コン
デンサ

AM2030TD 1971 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

18-161B
日本コン
デンサ

AM2030TD 1971 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

19-002 KVA
日本コン
デンサ

SBF-
36050R

1978 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

19-003 KVA
日本コン
デンサ

SBF-
36030R

1978 不明 未定 2 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

19-004 KVA
日本コン
デンサ

SBF-
36020R

1978 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

23-005B KVA
日本コン
デンサ

NEF-
N36076R

1978 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

（日本工業規格　Ａ列４番）

コンデンサー
（3kg以上）

75
金属製

箱

コンデンサー
（3kg以上）

20

コンデンサー
（3kg以上）

30
金属製

箱

金属製
箱

コンデンサー
（3kg以上）

50
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱



23-001 KVA  個  低濃度

23-002 KVA  個  低濃度

型式
製造年

月

型式
製造年

月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

1974

2 不明

参考事項処分
年月日

表示記号
等

 分析の結果
 含有無し

 使用機器より取外し

 分析の結果
 含有無し

 使用機器より取外し

R5.7

台数又は
容器の数

定格
容量

製造者名

 ニチコン50

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

 コンデンサー
 （3kg以上）

50  ニチコン NEF-36050R

NEF-
N36050R

 不明 2  不明

 不明

番号

番号

製造者名
表示記号

等

廃棄物の種類

廃棄物の型式等

台数又は
容器の数

保管終了
年月日

1978

（第２面）

廃棄物の種類

廃棄物の型式等

型式

量
濃度
区分

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

製造年月
表示記号

等

保管開始
年月日

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製造者名

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項

参考事項

量

R5.7

保管終了
理由

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

 コンデンサー
 （3kg以上）

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

濃度
区分

番号

総重量
（１台当たり
重量×台数）

台数又は
容器の数

自ら処分した場合

定格
容量

処分
年月日

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分を委託した場合



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

23-019 不明
日立コン
デンサ

PML-
25020TCPA

1989 不明 未定 1 個 不明 不明 R6更新予定

23-020 不明
日立コン
デンサ

PML-
25030TCPA

1987 不明 未定 2 個 不明 不明 R6更新予定

23-021 不明
日立コン
デンサ

PML-
25030TCPA

1988 不明 未定 5 個 不明 不明 R6更新予定

23-022 不明
日立コン
デンサ

PML-
25040TCPA

1988 不明 未定 1 個 不明 不明 R6更新予定

23-023 不明
日立コン
デンサ

PML-
25050TCPA

1987 不明 未定 4 個 不明 不明 R6更新予定

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

参考事項番号 定格
容量

総重量
（１台当たり
重量×台数）

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

番号

コンデンサー（3kg
未満）

量
所有開始
年月日

製品の種類

製品の型式等

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

所有開始
理由

　城北水質管理センター

所有開始
場所

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

量
濃度
区分

　〒920-0841　　金沢市浅野本町ホ131番地

製品の種類

製品の型式等

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

台数又は
容器の数

廃棄の見込み

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

（第３面）

水処理課長　口田　直彦 電話番号 　076-252-1439

所在の場所 浅野ポンプ場、横枕ポンプ場

所在事業場の名称

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

（第４面）

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    こと。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    廃棄物については記入しなくて構わない。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

製品の種類

製品の型式等 量

番号

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第５面）

１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。











令和 6 年 6 月 12 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の

別

漏れ等
の

おそれ

⑰-
012A

日立ｺﾝﾃﾞ
ﾝｻ

PML-
20150TCP

A
1984 不明 未定 1 個 不明 低濃度

囲い
有、掲
示有

分別 なし

⑰-004 ﾆﾁｺﾝ SH 1988 不明 未定 1 個 不明 低濃度
囲い

有、掲
示有

分別 なし

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

金沢市長 殿

届出者   
住　所 金沢市広岡３丁目３番３０号

氏　名 金沢市企業局

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号 076-220-2611

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

の規定に基づき、令和 5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 金沢市西部水質管理センター

保管事業場の所在地 〒921-8016　金沢市東力町ハ272

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 技師　 高野　里津 電話番号 076-252-1439

保管の場所 PCB保管庫内

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等
処分予

定
年月

量

濃度
区分

保管の状況

金属製
箱

処理業者との
調整状況

参考事項定格
容量

台数又
は

容器の
数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

容器の
性状

(公印省略）

（日本工業規格　Ａ列４番）

公営企業管理者　松　田　滋　人

コンデンサー
（3kg未満）

不明
金属製

箱

コンデンサー
（3kg未満）

不明



型式
製造年

月

型式
製造年

月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

濃度
区分

保管開始
年月日台数又は

容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

（第２面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

保管終了
年月日

保管終了
理由

保管開始
理由

参考事項定格
容量

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量
濃度
区分

処分
年月日

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

参考事項定格
容量

製造者名
表示記号

等
台数又は
容器の数

処分
年月日

自ら処分した場合

参考事項表示記号
等

台数又は
容器の数

処分を委託した場合

定格
容量

製造者名
番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量
濃度
区分

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分後の廃棄物の
種類及び処分先



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

⑰-009 不明
日本ｺﾝﾃﾞﾝ

ｻ
NLB-2250ST 1977 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-011 不明
日立ｺﾝﾃﾞﾝ

ｻ
MP

CAPACITOR
1978 不明 未定 6 個 不明 不明

⑰-026 不明
日立ｺﾝﾃﾞﾝ

ｻ
PML-

20100TCPA
1983 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-030 不明
日立ｺﾝﾃﾞﾝ

ｻ
S-5A01 1985 不明 未定 4 個 不明 不明

⑰-031 不明
日本ｺﾝﾃﾞﾝ

ｻ
SH 1981 不明 未定 1 個 不明 不明

⑰-032 不明 東芝 TLF-N2040T 1980 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-033 不明 東芝 TLF-N2015T 1980 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-034 不明 東芝 TLF-E2020T 1980 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-035 不明 東芝 TLF-N2030T 1980 不明 未定 2 個 不明 不明

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 金沢市西部水質管理センター

所在事業場の所在地 〒921-8016　金沢市東力町ハ272

　076-252-1439

所在の場所 西部水質管理センター、高畠ポンプ場

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

水処理課長　口田　直彦 電話番号

番号 製品の種類

製品の型式等 廃棄の見込み 量
濃度
区分

参考事項定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
以上）

コンデンサー（3kg
以上）

コンデンサー（3kg
未満）



⑰-036 不明 東芝 TLF-N2030T 1980 不明 未定 6 個 不明 不明

⑰-037 不明 東芝 TLF-N2030T 1980 不明 未定 4 個 不明 不明

⑰-038 不明 東芝 TLF-N2075T 1984 不明 未定 6 個 不明 不明

⑰-039 不明 東芝 TLF-E2040T 1982 不明 未定 5 個 不明 不明

⑰-040 不明 東芝 TLF-N2030T 1981 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-041 不明 東芝
TLM-

E2040TPR
1977 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-042 不明 東芝
TLM-

E2040TPR
1977 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-043 不明 東芝
TLF-

E2015TPR
1978 不明 未定 6 個 不明 不明

⑰-044 不明 東芝
TLF-

E2020TPR
1979 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-045 不明 東芝
TLF-

E2030TPR
1979 不明 未定 6 個 不明 不明

⑰-046 不明 東芝
TLF-

E2100TPR
1978 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-047 不明 東芝
TLF-

E2030TPR
1979 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-048 不明 東芝
TLF-

E2040TPR
1979 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-049 不明 東芝
TLF-

E2030TPR
1979 不明 未定 1 個 不明 不明

⑰-050 不明 東芝
TLF-

N2075TPR
1979 不明 未定 1 個 不明 不明

⑰-051 不明 東芝
TLF-

E2040TPR
1979 不明 未定 2 個 不明 不明

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）



⑰-052 不明 東芝
TLF-

E2030TPR
1978 不明 未定 5 個 不明 不明

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

⑰-053 不明 東芝
TLF-

E2030TPR
1982 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-054 不明 東芝
TLF-

E2050TPR
1978 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-055 不明 東芝
TLF-

N2050TPR
1978 不明 未定 4 個 不明 不明

⑰-056 不明 東芝 TLF-N2030T 1982 不明 未定 6 個 不明 不明

⑰-057 不明 東芝 TLF-N2030T 1984 不明 未定 3 個 不明 不明

⑰-058 不明 東芝 TLF-N2075T 1984 不明 未定 2 個 不明 不明

⑰-059 不明 東芝 TLF-N2030T 1982 不明 未定 2 個 不明 不明

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

量

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類
製品の型式等 量

参考事項
定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

番号 製品の種類
製品の型式等 廃棄の見込み

参考事項定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

コンデンサー（3kg
未満）

濃度
区分



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

番号 製品の種類

製品の型式等 量
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    廃棄物については記入しなくて構わない。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    こと。

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。



（第５面）

１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。


